











































































































































































































































教科名／キーステージ 1 2 3 4
算数・数学 ○ ○ ○ ○
基幹科目 国語（英語） ○ ○ ○ ○
理科 ○ ○ ○ ○
デザイン・テクノロジー ○ ○ ○ ○
情報教育 ○ ○ ○ ○
体育 ○ ○ ○ ○
歴史 ○ ○ ○
基礎科目 地理 ○ ○ ○
美術 ○ ○ ○
音楽 ○ ○ ○
市民教育 ○ ○
現代外国語（＊）（＊＊） △ ○ ㊥
（出典、国立教育政策研究所編「外国語カリキュラムの改善に関する研究一諸外国の動向一玉2004
年」8ページより一部修正加筆）
＊全国共通カリキュラムの改訂により、第4キーステージの外国語㊥は2004年度から選択科目へ変
　更された。
＊＊全国共通カリキュラムの改訂により、第2キーステージの外国語△は2011年度から必修科目化
　される予定であった。（ただし、2010年の政権交代により、その動向については流動的である。）
2、「外国語」の教育課程上の位置づけ
（D栂腰
　現代外国語（Modem　Foreign：Language）は、第3キーステージと第4キーステージに位置
づけられている。
　その内訳は、各学校がEUの公用語である10の言語（デンマーク語、オランダ語、仏語、独語、
現代ギリシア語、イタリア語、ポルトガル語、スペイン語．スウェーデン語．ノルウェー語）の
うち、どれか1つでも提供していれば、どのような外国語を履修させてもよいことになっている。
ただし、学校で提供されていない外国語は多い。
　この他、アイルランド・ゲール語、ペルシャ語、スコットランド・ゲール語、ウェールズ語が
ある。
　全国共通カリキュラムには、到達目標のガイドラインが設けられているが、外国語別にはなっ
ていない。例外的に中国語と日本語は、漢字の語彙数などの特別な記載がなされている。
（2）配当学年
　生徒は．第3キーステージと第4キーステージにおいて．5年間のうちで1か国または複数以
上の外国語を学習する。
　外国語の授業では、学習言語を使用し、その言語を用いて応答することになっている。文法の
説明や国語（英語）との比較対照時等、必要なとき以外は国語は使用しない。
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　第3キーステージでは、少なくとも1か国の外国語を学習し、「聴く」「話す」「読む」「書く」
の4技能の基礎を学ぶ。このステージでは．外国語の音声、綴り方、文法、ロールプレイ．会話、
作文、文化意識（cultural　awareness）の基礎を培う。
　第4キーステージでは、4技能の深化に伴い、文法や表現方法を用いて、自発的な言語活動を
行い、外国語学習の発展が期待されている。
　2004年のカリキュラム改訂により、第4キーステージの現代外国語の取り扱いについては、将
来の職業に関する学習に重点を置くことを希望する生徒に対しては、現代語の学習の中止を認め
る措置が講じられている。
（3）配当授業価数
　全国共通カリキュラムでは、すべての教科において、授業時数が定められていない。各学校で
は、教科や教材への時間配分を自由に決定することができる。
（4）履修方法
　各学校では、どの外国語を開講するかについての裁量が任されている。教科書検定制度も存在
しないため、使用する教科書も各学校で決定することができる。
（5）目標．内容等の示し方
①目標、内容等の示し方
　現代外国語における到達目標は、「各キーステージの最終段階において、生徒の能力や発達の
差に関係なく修得される知識、技能及び理解」とされている。到達目標は、8つの段階で示され、
最上位のレベル8の上に「例外的到達レベル」も設けられている。
　第3キーステージでは、各レベルが生徒の成績の基準とされている。第4キーステージでは、
GCSEが生徒の成績の到達度を測る基準とされている。
②キーステージ別の目標・内容
［初等教育］
　第2キーステージでは、現代外国語は正規の基礎科目ではない。しかし、約20％の初等学校
が外国語を供している。DfEE・QiCAのガイドライン（2000年）では、「聴く」「話す」「読む」
「書く」ごとに到達目標が掲げられている。
［中等教育］
　第3キーステージと第4キーステージでは、到達目標（「聴く」「話す」「読む」「書く」）が示
されている。
　第3キーステージでは、到達目標のレベル3～7が生徒の到達目標であるとされている。レベ
ル3の修了段階で、（謎CAの評価基準に基づいて、学校が評価を行い、生徒に結果が通知される。
　第4キーステージでは、到達目標のレベル5～6が生徒の到達目標であるとされている。レベ
ル4の修了段階で、GCSEの試験を生徒が受験し、その結果が生徒の評価とされている。
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⑥内容構成（学習プログラム）
　全国共通カリキュラムでは、学習プログラムとして、①学習する言語についての知識の修得．
②言語技能の向上、③言語修得技能の向上、④文化意識の向上、⑤学習の幅が挙げられている。
3、中等教育（後期）における「現代外国語」の選択科田化
　DfEEは、2004年度から第4キーステージにおける現代外国語を必修科目から外し、選択科目
化している。
　それに先立って．2003年に3つの言語教育関連団体、すなわちALL（Association　for
：Language）、　CILT、及びUCM：L（University　Council　of　Modem：Languages）によって、
「外国語教育の動向』（Language　Trends）が公表された。これは、イギリスの中等教育、高等
教育における現代外国語の現状を明らかにすることを目的とした調査結果である。（この中で
ALLとCILTは、第4キーステージにおける公立中等学校の現代外国語の調査を行っている。）
調査結果は、以下の通りである。
・アンケートに回答を寄せた43％の中等学校が、すでに現代外国語を選択教科にしている。特に
　総合制中等学校では、60％に達している。
・経済的に恵まれない地域の学校やGCSEの成績が低位の学校では、第4キーステージでの外
　国語教育には消極的になっている。
　本来、16歳における外国語必修化外しは．より多くの生徒に対して義務教育修了以降も在i籍
を継続させることを意図したものであり、学習の幅を広げることによって、GCSEの成績向上に
もつながっているとされている。
　ただし、2006年に出された「「国家言語戦略』の振り返り」¢侃g翻gε8Rε編εω）において、
ジョンソン（JohnsonA）子ども・学校・家庭相は、「国語（英語）以外の言語を用いて外国と
の取引に従事する者にとっては、外国語は一種の参政権であり、仕事上の人間関係を支え、自ら
の文化的理解が自国を超えていくものである」として、外国語学習のニーズを必要とする者に対
するその意義は否定していない。1D
璽．初等学校（皆皆キーステージ）における外国語の導入
璽．ナフィールド財団による「第2キーステージにおける外国語必修化実施に関する
　縦断」的調査」（ム0η91甜濡ηδノ3騨Vεyoヂノノηρ1θノηθ舵δオ10η0ヂ〃寵ノ0η∂ノ勘オ擢θノηθ舵齢
　ム∂η9㈹9θ7舶増加9寵κθy8ね9θ2）（2⑪⑪窃年～⑳⑪8年）
　ナフィールド財団は、DSCFより、第2キーステージにおける外国語学習について、3年間の
縦断的調査を行うよう依頼を受けた。2006年には7β99校のイングランドの公立初等学校を調査
対象に抽出し、2007年には回答のあった4，047校、2008年には3，535校を対象にした。調査事項
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は①外国語学習の実態、（2）「国家言語戦略」の進捗状況に関するものであった。
　調査結果は、2009年にデアリング報告書（Dearing　Report）としてまとめられた。内容につ
いては、次の通りである♂2）
・2008年度には、92％の学校が、授業時間内に外国語を学ぶ機i会を第2キーステージの児童に提
　供している。2007年度の調査と比べると8％上昇しており、2006年度と比べると35％の増加で
　ある。
・2006年度には、「外国語学習の機会を提供していない」と回答していた学校のうちで、半数以
上が2008年度には、「外国語を提供している。」「全学年」では37％、「一部学年」では17％と
　なっている。
・2008年度に授業時間内に外国語学習の機会を提供した10校中9校までが、現行の制度（外国語
　の導入）は、「持続可能であることにきわめて自信がある」または「ほぼ自信がある」と回答
　している。ちなみに、この数値は2007年度には35％、2006年度には26％であった。
・外国語学習の機会を提供している学校の半数以上が、2011年までに第2キーステージにおける
　必修化の要件を満たす準備が可能であると考えていた。しかし他方で、4分の1が必修化の要
　件を満たすのが難しいと回答していた。
・仏語は．以前にも増して提供される最も一般的な外国語である。外国語の学習機会を提供する
　学校のうち、10校中9校がそうであり、スペイン語は25％、独語は10％であった。
・外国語学習の機会を提供する困難に直面する学校、例えば無償の学校給食受給資格を有する貧
　困家庭の児童の多い学校や、第2キーステージで学業成績の低い児童が多く在籍する学校、さ
　らには追加言語として国語（英語）修得の必要がある移民の子弟の多い学校は．躊躇する傾向
　にある。（このような学校は、3年間の調査期間の問に微増していた。）
・評価方法については．まだ使用している学校は少ない。
・第2ステージから第3ステージへの外国語学習の移行は、まだ未発展の段階にあると考えられ
　ている。このことが、多くの学校にとって関心の的である。
2、全国共通カリキュラムの改訂一一第2キーステージにおける外国語の導入
（D第2キーステージにおける外国語の導入
初等学校の第2キーステージにおける外国語教育必修化に当たってボールズ（Balls，E．）子ど
も・学校・家庭相は、次のように述べている♂3）
　　「2007年3月、私（現子ども・学校・家庭大臣）の前任者（ジョンソン（JohnsonA）前
大臣）が、デアリング卿（：Lord　Dearing）の次のような勧告を受け入れた。すなわち、我々
　が今度初等学校のカリキュラムを改訂するときは、第2キーステージにおいて外国語を必修に
すべきである。外国語を含む幅の広い科目の導入によって、学校にとって運営し易く、児童に
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　とって一貫した、斬新的な（progressive）学習経験を提供すべきことが重要なのである。」
　まずデアリング報告書では、イギリスがますます言語的に多様化に直面しており、2007年には
国語（英語）以外の言語を母語にする児童の割合が、13。5％になっていることを明らかにしてい
る。しかしそれにも関わらず．国語（英語）は世界で広範に使用される言語であるという事実が．
他の言語を学ぼうとする動機づけの段階に悪影響を与え続けている。このことは、我々が子ども
たち自身の生活や世界を取り巻く自分以外の人たちの生活を見聞きするために、すべての子ども
たちに他の言語を学ぶ機会を与えることがそれだけ一層、重要で有らしめている、と指摘する。14）
　デアリング報告書が出された段階で、初等学校の約70％がすでに外国語を教えているか、そ
の計函を有していた。2007年秋までに、第2キーステージにおける外国語教育に取り組んでいる
初等学校の割合は、2007年の第2キーステージにおける外国語調査によれば．84％に増加してい
る♂5）
　他方、外国語を提供していなかった学校においても．外国語が放課後のクラブ活動を通じても
学習可能になっており、レセプション・クラスや第1キーステージにおける早期外国語学習の事
例も見られた。
　第2キーステージの必修として外国語を加えることは、負担と見る向きもある。しかしながら、
上記のように初等学校の多くが、必修化に先行してすでに外国語を提供している。「初等学校に
おける外国語の教授・学習が、子どもたちによって楽しまれ、彼らの文化的理解、言語・読み書
き技能、より一般的な学習方法（strategy）や嗜好（disposition）を発展させるものとして、
初等学校の校長や教師たちに有益であると見なされている」㈲のである。
　早期外国語学習の利点については、会話によるコミュニケーション・読み書き能力の支援
（Supporting　spoken　communication　and　literacy）につながるとして、次のような積極的な
評価が下されている♂7）
　5．5言語は、コミュニケーション（「話す」「聴く」「読む」「書く」）のための手段であるので、
　　　新しい言語を学ぶことは子どもの母語の熟達を強める。
　5．6読み、書きの技能は、話すというコミュニケーションの発達に支えられ、強化される。こ
　　　れらの技能は、子どもたちが音声を新しい言語において文字に関連づけたり、読みや綴り
　　　方にこの知識を応用するにつれて、磨きをかけるようになる。
　このように外国語学習が、「国語（英語）の理解、コミュニケーションや言語学習プログラム
を、国語（英語）と選択した外国語との結びつきをこの上なく効果的なものとすべきである」18）
としている。さらに、「言語がどのように作用するかを子どもたちに理解させる能力を発展させ
ることのみならず、異なった文化や社会で生きていくために言語を学んだり、使ったりする」ig）
ことも重視されている。
　この他、第2キーステージの終わりまでに、子どもたちには次のことが教えられるべきである
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とされている。20）
・人がしゃべる内容の要点を理解すること
・自分たち自身の意見を表明し、他者の意見に応答しながら、会話に取り組むこと
・自己を表現する適切な方法を選択しながら．広範な聴き手に対してさまざまな考えや情報を提
　供すること
・自分たちが読んだ読み物の要点といくつかの詳細な点を理解すること
・身振り手振りを交えながら、大きな声で正確に読むこと
・言語の音声と綴りの間の関係を認識し、応用すること
・自分たち以外の他の文化を強調し、他者が自分たちの生活様式をどのように見るのか想像する
　こと
・態度を異なった文化と比べ、他者に対する尊敬の念の意義について省察すること
（2）第2キーステージにおける外国語の種類
　デアリング報告書では、1～2か国の言語だけを教えることに学校が集中すべきことを勧告し
ている。他方．1～2か国語を学習するだけに限定せず、むしろ児童には彼らが中等学校に入る
とき、広範な言語学習に対する関心を築くために、ラテン語を含む6～7か国語を学ぶ経験をさ
せるべきとの主張も見られた。
　例えば、ASCL（Association　of　School　and　College　Leaders）は、言語学習プロジェクト
を立ち上げ．多野下意識モデルを提唱している。このモデルでは、子どもたちは、4年間の第2
キーステージにわたって、ロマンス言語（仏語、スペイン語）、ゲルマン系言語（独語）、東欧系
（ロシア語、ポーランド語）．インド系言語（パンジャブ語、ウルドゥ語）のような異なった言語
広範な言語を経験すべきであるとしている。このモデルでは、いくつかの言語のうちの1つはラ
テン語であることが強く勧告されており．エスペラント語を教えることが有益であると考えてい
る学校も見られた。
　しかしながら．全国外国語機構（National　Centre　for：Languages）は、次のように主張し
ている。2D
　　「CrLTは．多言語意識モデル（multilingual　language　awareness）には賛成しないが、
　学校の置かれている地域の言語について調査し、尊重することが重要であることを認める。」
　この結果を踏まえ．同報告書では子どもたちに対していくつかの言語学習の機会を学校から奪
うものではないが、彼らが4年間に学習プログラムに沿って外国語学習の成果を確実なものとす
るためには、1～2か国語に集中して学習すべきである」22）という助言を行っている。
（3）初等学校の外国語担当教員の資質能力と中等学校への外国語学習の移行
　デアリング報告書では、「1～2か国語を提供すべきであるという勧告が、もし実施されれば．
児童と生徒の学習の一貫性を促し、子どもたちの先行学習と、その後の学習計爾を立案する学業達
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成のこれまで以上の明確な見通し（picture）を中等学校の教師に供することになるであろう」23）と
述べられている。このことにより、児童の先行学習が中等学校における外国語学習に効果をもた
らすことが期待されている。
　また、同報告書では、初等学校の言語学習が発展するための必要欠くべからざるものとして、
教材開発や地方教育当局の支i援のみならず、現職教員の研修を重要な資源（resources）である
と見なしている。どのような教科についても、良き言語教育は教員の質に左右される。初等学校
教員の言語技能を強化することが、「国家言語戦略」にとって最も重要な1つの挑戦（課題）と
なってきている。
　勿論、目標となる言語を教えるために、高度な言語レベルにまですべての初等学校教員を研修
することは、たとえ教師が自ら進んでこのような参函をするとしても．とても払えないほどの費
用を必要とする。ましてや、外部の言語の専門家（中等等校、その他の教師）にもつばら頼るこ
とは、筆舌に尽くしがたい程の経費を要する。
　したがって、このような理由により、同報告書では多様な意見の混じった折衷的なアプローチ
を提案している。そこでは、初等学校の担任教師の中枢的な役罰を、中等学校の教員や語学専門
教員、助手（TA）、　ICTを含む高度な語学能力や適切な資質能力を兼ね備えた外国語の助手が
支援するというものである。24）
　他方、初等学校現場や校長は、外国語教育において初等学校教員の役割を高めることを好む傾
向にある。彼らは、初等学校の教員の潜在的な言語の専門的力量がしばしば考えられていた以上
に大きいと強ぐ確信する傾向にある。「国家言語戦略」は、当初初等学校教員の10％程度が一定
の言語能力をもっていると見積もっていたが、最初の調査によれば17％に修正し、これでもま
だ低い評価であるとしている。（それゆえに、程良い支援が得られれば、初等学校の教員は到達
目標にまで達するという楽観論が存在するのである。）25）
おわりに
　2010年5月の総選挙の結果、1997年以来政権の座：にあった労働党から保守党・自由民主党の連
立政権へと政権交代が行われた。それにより、当初2011年9月から実施予定であった全国共通カ
リキュラムの改訂については、一時凍結し現行の制度を継続することを趣旨とする通知が6月に
新政府から出されている。
　新政権は、選挙マニフェストにおいて教育の重視、親の学校選択権のより一層の拡大、フリー
スクールの設置認可の緩和等を求めていたが、他方でこれまでの労働党政権による厳しい財政下
における教育福祉政策のばら撒きにも批判を加えている。新政権は、発足早々DCFSの教育省
（Department　for　Education）への改組を表明するなど、前政権の政策の見直しを始めている
が、初等学校における外国語学習の必修化については、8月26日付けで教育省から2011年3月ま
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での当座の公的声明（official　statement）が出されている。
　それによれば、現行の全国共通カリキュラムが本来の趣旨から外れて肥大化しており、教師や
児童生徒に過大な負担を強いていること、政府はカリキュラムをスリム化して学校や教師に自由
裁量の余地を与えるべく今秋を目処に内容の精選化を図ること．また初等・中等学校における外
国語教育についても当然その検討の対象に含まれるべきことが明らかにされている。
　そして「外国語のスキルが、イギリスの社会的経済的将来にとって重要であり、また児童生徒
の居住する世界や他の異なる文化圏の人々を理解することに役立つ」26）ことを政府は確信してお
り、すでに90％以上の第2キーステージの児童が何らかの外国語教育を受けていることを認識
しているとしている。
　したがって．こうした外国語教育の取り組みや成果についても、政府は一定の評価をしており、
政権交代にも関わらず、引き続き継続されるべきであるとしている。また、来年3月までの初等
学校における外国語教育に関するLEAに対する予算配分も、続けられるとしている。ただ、全
国共通カリキュラムにおける外国語の位置づけと、それに伴う予算配分については、今秋に出さ
れる報告書において決定されることになっている。
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